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■計画の基本情報
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亀山市ICT利活用計画に関する実績等報告書（令和３年度）

位置付け

　本計画は、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第11条に基づき、高度情
報通信ネットワーク社会の形成に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、市域の
特性を生かした自主的な施策を策定し実施するための個別計画として位置づけて
おり、市の総合計画及び関係する分野別計画との整合を図るものとしています。

政策部 ＤＸ・行革推進室

目的・概要

計画期間 年度

　これまでの計画の成果や課題を踏まえながら、「第2次亀山市総合計画」の実現
をICTの面から下支えするとともに、急激かつ大幅な社会経済構造の変化に対し、
市のICT利活用に新たな視点で取り組むため、「亀山市ICT利活用計画」を策定し、
市のICTの効果的かつ効率的な利活用を進めます。

計画の骨格

基本理念
•新たな視点で“つなげる”ICTの利活用

この基本理念は、ICTをまちづくりの有効な手段と認識し、これまでにない新たな

視点で利活用することで、人と人、人と組織、組織と組織、人と組織と情報など、

様々な資源のつながり（ネットワーク）を生み出し、連携・協働による「市民力・地

域力が輝くまちづくり」を進めるためのものです。

•マイナンバーカードを活用した行政サービスの提供

•子育てワンストップサービスの推進

•多様な媒体を介した情報発信の充実

•多様な公金収納環境の整備

•地域医療連携システムの整備

ビジョン①

誰もが実感で
きる行政サー
ビスの実現

•行政情報オープンデータ化の推進

•市民・地域・行政が相互に情報交流できる仕組みの
構築

•シティプロモーション戦略の推進

•総合的な防災情報伝達システムの構築

ビジョン②

安全で活気あ
ふれる地域を
創る仕組みの
構築

•行政情報システムの安定稼働と業務改革

•「行政情報システム最適化指針」の適用

•学校教育におけるICT利活用の推進

•庁内ペーパレス化の推進

ビジョン③

スリムで持続
可能な行政運
営への変革



■成果指標
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■計画の実績等
【令和3年度に実施した主な取組】
・マイナンバーカードを活用した一部手続のオンライン化の拡充
・オープンデータを掲載した市ホームページ「亀山市オープンデータサイト」の拡充
・地域まちづくり協議会における情報交流の新たな仕組の構築
・福祉医療費助成制度おけるマイナンバー制度による情報連携の実施
・農業集落排水事業の企業会計化に対応したシステム改修
・RPA導入による業務工程の一部自動化
・無線LAN会議室の拡充、タブレット端末及び電子会議システムの導入

　児童手当関係の手続きにおいて、マイナンバーカードを活用したオンライン手続を
拡充し、市民の利便性向上を図ることができた。
　また、行政情報オープンデータについて、国が推奨しているデータを中心にオープ
ンデータを拡充することができた。
　さらに、地域まちづくり協議会において情報共有システムを導入し、スムーズな情
報共有を図ることができた。
　加えて、福祉医療費助成制度において、マイナンバー制度による情報連携を開始
したことにより、市民サービスの向上につなげることができた。
　また、RPA導入業務の拡充により、定型的作業の効率化を図ることができた。
　さらに、タブレット端末及び電子会議システムの導入のほか、無線LAN会議室を拡
充し、庁内会議、議会等で活用することにより、ペーパーレス化を図ることができた。

６．行政経営　（２）財産・情報の適正な管理・活用　①行政情報の適切な管理
　マイナンバーカードを活用した一部手続のオンライン化により、市民の利便性の向
上を図ることができた。
　また、大きなシステム障害もなく、安定してシステムを稼働させることができ、行政
情報の適正な管理につなげることができた。

　平成29年度から令和3年度を計画期間とした、本計画の実施計画に掲げた事業
の多くは、概ね予定どおり進捗したが、デジタル技術の進展や社会情勢の劇的な変
化に伴い、新たな価値観で取り組む必要がある。

　社会情勢の劇的な変化に対応し、国等の動向やデジタル化に伴う課題を踏まえ
つつ、急速に進展するデジタル技術を積極的に活用し、スマート自治体への転換を
図り、一人ひとりのニーズに合った「利用者中心の行政サービス」につなげるため、新
たな計画を策定し、行政のDXを推進する必要がある。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

設定なし

目標値現状値
実績値
（R3)単位

成果指標名






































